
訪問看護における発達障害児の
家族支援の現状と課題

滝口　里美、松森　直美、川野　　綾
県立広島大学保健福祉学部　保健福祉学科　看護学コース

【研究目的】
訪問看護師による発達障害児（自閉スペクトラム症、注意
欠如・多動症など）の家族支援の実際と課題を明らかにす
ることで、専門性のある家族支援技術修得に向けた教育
プログラム開発の示唆を得る。
【研究方法】
A市内で発達障害児の家族支援を行っている訪問看護ス
テーション10件のうち、研究協力の同意を得られた訪問看
護師6名に、発達障害児をもつ家族支援について、個別の
半構造的面接（60分程度）を行った。面接で得られたデー
タは、質的帰納的に分析した。分析過程においては共同研
究者間で確認を行い、真実性と妥当性の確保に努めた。本
研究は、所属機関の研究倫理委員会の承認を得て実施した。
【結果】
発達障害児の家族支援の実際について69コードを抽出し、
《提供する支援の内容》《看護師の寄り添う姿勢》《必要
な知識》《訪問で困難と感じた事象》の4 カテゴリに分類
された。《提供する支援の内容》は〈専門職として発達障
害に関する情報や知識を助言〉等4 サブカテゴリから、
《看護師の寄り添う姿勢》は〈主療育者の想いを傾聴〉等
2 サブカテゴリから、《必要な知識》は〈発達障害の病
態・検査・治療に関する知識〉等8 サブカテゴリから、《訪
問で困難と感じた事象》は〈家族と援助的人間関係が構
築できないこと〉等4サブカテゴリから構成された。今まで
に受講した研修は、看護分野以外が主催している研修を
探しては受講する状況であった。今後受講したい研修につ
いては、〔各職種の役割と連携方法〕〔具体的な家族支援
の方法〕等があった。
【考察】
専門職として助言を求められることや医療分野以外の他
職種と連携することが多いことから、発達障害についての
医療的な知識をはじめ、福祉・教育の制度や支援の現状
など、幅広くかつ具体的な知識を修得しておく必要がある。
また、家族との関係構築が困難な場合や、家族の想いを
傾聴する支援が多いことから、発達障害児をもつ家族の
理解を踏まえた上での高いコミュニケーションスキルが求
められていると考える。
このように、専門職として幅広い知識と高い技術が求めら
れているにもかかわらず、自己研鑽する機会が整っていな
い現状があり、整備していく必要がある。
医療・福祉・教育に関する発達障害の知識と発達障害児
をもつ家族の理解、コミュニケーション技術を網羅した教
育プログラムの開発が示唆された。
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【目的】
障害のある子どもの発達支援は、これまで施設又は事業
所という特別な場所において通所又は入所という形で提供
されていた。しかし、発達上の課題が保育所等の集団場
面で気づかれることが多いこと、通所支援で身につけたこ
とが保育所等の集団場面に般化しにくいことが課題であ
った。このような現状の中、保育所等に訪問し、子どもの日
常生活の場での直接支援及び保育所等のスタッフに子ど
もへの理解を促し、発達的視点を持って子どもに関われる
よう働きかける間接支援を行うサービスが保育所等訪問
支援である。そこで本研究は、保育所等訪問支援のサービ
スを担う児童発達支援センターと保育所等との連携につい
て検討することを目的とした。
【方法】
A市の保育所及び幼保連携型認定こども園、小規模園の
職員の1040名に質問紙「保育所等訪問支援における児童
発達支援センターと保育所等との連携に関するアンケー
ト」の調査を実施した。内容は、保育所等訪問支援と児童
発達支援センター及び児童発達支援センターの活動内容
の認識、保育の困難感等についてであった。本研究は、所
属機関の研究倫理委員会の承認を得た。
【結果】
保育所等訪問支援を8割程度は知っており、保育所等訪問
支援の担い手である児童発達支援センターは9割程度が
知っていた。つまり、認知度は概ね高いという結果となっ
た。また、児童発達支援センターとの連携の必要性では、
9割以上が必要であると回答しており、概ね高いという結
果であった。しかし、児童発達支援センターという名称は
知っているが、活動内容までは把握していない人が3割程
度であった。子どもの特性が保育の困難となっている項目
の内、「集団行動が苦手」「不注意や注意散漫」の項目に
おいて、困難感が低いほうが保育所等訪問支援、児童発
達支援センターとその活動内容の認識が高く、保育所等訪
問支援及び児童発達支援センターが保育士の困難感の低
減に働きかけている可能性が示唆された。
【考察】
子どもの障害の特性に気づき、適切な支援策を講じること
は、子どもの健やかな発達や二次障害の防止のために大切
であり、保育所等訪問支援、児童発達支援センターは、まさ
に重要な役割を担っている。今後、さらに、保育所等訪問
支援のサービスの認知、活用を広めることが必要である。

P-052
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パンデミック初期に見られた
ADHD児の感染対策の困難とその要因
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【目的】
注意欠如多動症（ADHD）の人ではCOVID-19罹患リスク
が高く、成人では衝動性や不注意さと感染対策の不遵守
が関連していたことが報告されている。ADHD児は
ADHD成人よりも感染リスクが高い可能性も指摘されてお
り、ADHD児の感染対策の実施に向けた取り組みが求め
られる。本研究では、パンデミック下における感染対策の
困難とADHD診断の関連を検討し、ADHD特性のある子
どもへの感染対策における支援法の在り方について検討
を行う。
【方法】
神経発達症の小・中学生をもつ養育者が感じた
COVID-19パンデミック初期における困難とニーズを把握
するため、大阪大学医学部附属病院小児科発達外来およ
び金沢大学子どもの発達研究センターにおいて行われた
神経発達症の子ども133名の養育者を対象とした調査デ
ータの一部を使用した。感染対策の困難：日本国内におい
てパンデミック下で推進された6つの感染対策の困難の有
無、子どもの診断：養育者の認識している子どもの神経発
達症診断(ASD、ADHD、知的発達症、限局性学習症)、
感染対策の困難の理由：発達障害の子どもで想定される
感染対策の困難の理由を複数選択可能な選択肢により尋
ねた。ADHD診断と感染対策の困難の関連を検討するた
めに、各感染対策の困難を目的変数、子どものADHD診
断、年齢、性別を説明変数とし、ロジスティック回帰分析を
行った。また、ADHD診断があり、かつ感染対策に困難を
抱えていた子どもを対象とし、感染対策が困難であった理
由として各選択肢が選択された割合を算出した。
【結果と考察】
ADHD診断がある子どもは、ADHD診断のない神経発達
症の子どもと比較し、手洗い(OR:2.82,95%CI:1.23-6.46)、
毎日の健康チェック(OR:3.86,95%CI:1.57-9.44)に対する
実施困難のリスクが高かった。これらの感染対策は、自律
的に行わなければならず、成人の先行研究と同様に
ADHD症状が困難につながった可能性が考えられる。ま
た、困難であった理由として選択されていたものでは、「必
要性は理解しているが忘れてしまう」というものが54.3%
と、最も多かった。今回のデータはパンデミック初期のも
のではあるが、ADHD児の感染対策の実施には、子ども
が実施を思い出すための環境調整が重要であることが示
唆された。
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【目的】
学校適応に課題を抱えやすい小学１年生のうち、軽度知
的障害児（以下、軽度）および境界域知能児（以下、境界
域）の適応状況・必要な支援について実態を把握する。
【方法】
20XX年に、首都圏の小学校及び特別支援学校の小学１
年生の担任教諭を対象に質問紙調査を実施した。有効回
答953件のうち、軽度と境界域の児童に関する回答170件
を分析対象とした。
【調査内容】
①児童の障害　②簡易版ASIST学校適応スキルプロフィ
ール（A尺度：5領域20項目、B尺度：9領域22項目）。
ASIST（橋本他，2014）は、学校適応について「適応スキ
ル（A尺度）」と「不適応行動（B尺度）」の２つの側面か
ら測定し、得点が高いほど適応スキルが身についている
（A）、または、困難を抱えている（B）ことを示す。
【結果】
軽度（N=120）と境界域（N=50）との比較では、A尺度の
合計得点および下位領域の「手先の巧緻性」「言語表現」
で境界域の得点が有意に高かった。B尺度は、合計得点に
は有意差がみられず、下位領域の「感覚過敏」は境界域、
「話し言葉」は軽度の得点が高かった。発達障害の有無
（あり：N=95、なし：N=75）で比較すると、B尺度合計お
よび下位領域の「こだわり」「感覚過敏」「興味の偏り」
「多動・衝動」において、あり群の得点が有意に高かった。
障害種（ASD：N=50、ADHD：N=15、ASD＋ADHD：
N=6、情緒：N=4、なし：N=95）による比較では、A尺度・
B尺度いずれも合計得点での有意差はみられなかったが、
B尺度の下位領域である「話し言葉」において、ASD群の
得点が他の４群に比べて有意に高かった。
【考察】
境界域と軽度の比較では、適応スキルの「言語表現(ひら
がな・カタカナの読み等)」および不適応行動の「話し言葉(
話す内容のまとまりや説明の苦手さ等)」において差がみら
れ、軽度の方が言葉に関するスキル習得に困難が生じやす
いことが明らかとなった。一方で、不適応行動の「学習」に
関しては差がみられなかったことから、入学直後の児童に
ついては授業やテストではなく、生活の中で困り感を見つ
けてあげることが重要であることが示唆された。また、不
適応行動については、発達障害の影響が大きいことが明ら
かとなった。よって、知的発達のレベルというよりは、個人
差に対応した支援を行うことが重要であるといえるだろう。
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